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（要旨）
顧客の嗜好、技術の進展、競合企業の採用する事業戦略、市場動向などさまざまな要因によっ
て企業を取り巻く環境は、確実に変化する。同時に、企業環境の変化を事前に正確に予測する
ことは極めて困難である。環境の変化に対して、企業はその都度、適応しなければ存続できな
い。一時的な最適化、短期的な好業績には、意味がない。企業は、長期的な存続や発展をうる
ために、環境に適応し続けなければならない。環境に適応するためには、企業は主体的に自ら
を変化させなければならない。
企業の側から実施される主体的な環境適応が、組織変化である。組織変化は、成り行きまか
せで実現することもあり得るが、経営問題として重要なのは、意図的に遂行される場合である。
環境変化への適応が必要となる現代の企業経営では、組織変化は、避けて通ることのできない
課題である。
1965 年にAnthony によってその概念が確立されて以降、マネジメント・コントロールに関
しては、さまざまな研究が蓄積されてきた。しかしながら、組織変化の問題については、伝統
的なマネジメント・コントロールの理論では必ずしも十分には検討されてこなかった。静態的
な最適化が志向され、動的な最適解、移行の理論は後回しにされ、視野に入ってこなかった。
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はじめに

企業を取り巻く環境は変化していくが、ど
う変化するかを予測するのは難しい。ただし、
企業を取り巻く諸状況が変化することだけは
間違いない。ベースとなる技術の革新、顧客
の価値観や嗜好の変化、競合企業の新たな施
策などに対して、企業はその都度、適応を迫
られる。一時的な最適化、短期的な好業績を
目指していたのでは、企業の長期的な存続や
発展は得られない。つまり、環境に適応する
ための組織変化（organizational change）2）

が重要な課題なのである3）。けれどもそれは、
既存のマネジメント・コントロールの理論で
は必ずしも十分には検討されてこなかった領
域である。
マネジメント・コントロールの概念は
1965 年に Anthony によって確立されたが、
その後その役割は変化してきている。当初そ
の役割は、既存の組織目標（Anthony, 1965
の表現では「戦略計画」）および現行の組織
内ルーティン（同、「オペレーショナル・コ
ントロール」）を所与とした、効率的な組織
目標の実行であった。ところがその後、組織
目標の再検討（インターラクティブ・コント
ロール）、組織内ルーティンの更新（イネー
ブリング・コントロール）、イノベーション
の促進などの役割が新たに加えられた。最適
解を求めて探索し変化することは無限に続く
営みであり、環境が変化する以上それに終わ
りはない。そのため、企業環境の変化に絶え
ず組織を適応させるための組織変化への役立

ちがマネジメント・コントロールの新たな機
能として特に重要視されるべきものとして認
識されるようになってきている。
マネジメント・コントロール研究において
組織変化を視野に収めることによって、マネ
ジメント・コントロールの機能およびその運
用能力に対する評価の観点がさらに豊かにな
る。変化が激しい環境下では、事前にすべて
の状況を予想して準備しておくことは誰にも
できない。新たな状況が判明したその都度、
環境への事後的な対応をせざるを得ず、その
ための能力が不可欠であり、スムーズに変化
できる（変化を促すことができる）調整能力
が重要となる。マネジメント・コントロール
の巧拙は、特定の一時点だけのパフォーマン
スでは評価できない。組織変化にどのように
貢献できるかという点も考えなければならな
い。
本稿では、このようにマネジメント・コン
トロールによって組織変化をどう引き起こす
のかということを問題意識として持って研究
する際には、多様な側面から成る複雑な組織
変化という現象の全体像を頭に描き、その中
で特に組織変化のどの側面に焦点を当ててマ
ネジメント・コントロールについて考察して
いるのかを意識することの必要性を指摘して
いきたい。そのために、まず、組織論におい
て組織変化という概念が実に多様な観点から
把握されていることを確認する。次いで、そ
のような多様な見解の中から、Huy （2001）
による組織変化への計画的介入のフレーム
ワークを取り上げ、それによって組織を変

組織変化を促進し、移行プロセスを制御することは、マネジメント・コントロールに期待され
る大きな役割である。
本稿では、マネジメント・コントロールと組織変化の関係について、Huy (2001) による組織
変化への計画的介入のフレームワークに着目し、考察する。コントロール・パッケージとして
広くとらえると、マネジメント・コントロールのために利用可能な手段は多様であり、組織変
化との関係も一様ではない。
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化させるために検討すべき課題も実に多様
であり、それは決して単純ではないことを明
らかにしていく。そして、このHuy （2001）
の見解に依拠した研究例として、Chenhall 
& Euske （2007）の研究を取り上げ、マネジ
メント・コントロールとの関係性で、組織
変化の複雑なプロセスを確認する。その上
で、Huy （2001）のフレームワークの特徴を
Pettigrew （1987）の見解に照らして整理す
ることで、Huy （2001）の見解が組織変化の
全体像の一部のみを対象としており、そのマ
ネジメント・コントロール研究への適応に際
してもこの点を意識しておく必要性を指摘す
る。

1　多様な組織変化の種類

　1. 1　組織論における多様なアプローチ
組織変化のためのマネジメント・コント
ロールについて検討するにあたっては、まず、
組織変化とはどのようなものであるかを明ら
かにする必要があるだろう。組織論では、組
織変化について膨大な研究が蓄積され、多様

な見解が並立している。それを筆者なりに整
理してまとめると、図表 1のようになる。
図表 1 に示したように、組織変化の種類
を区分する方法は、その具体的な種類を列
挙するものと複数の視点を組み合わせて分
類するもの（たとえば、2 区分× 2 区分＝
4 分類）とに大別できる。本稿で取り上げ
る Huy （2001）の研究も、この組み合わせ
方式に位置づけられる。その他、たとえば
Meyer et al. （1990）は、環境適応のための
変化の理論を、変化の場と変化の深さという
2つの視点から、①脚色（adaptation）、②進
化（evolution）、③変態（metamorphosis）、
④革命（revolution）の 4つに分類している。
また、Goes et al. （2000）は 3 つの視点の組
み合わせで、組織変化理論を 8つもの種類に
分類している。
このように組織変化の分類方法に実に多様
なものが存在しているのは、組織変化が複雑
な現象で、そのような複雑な現象を把握し理
解するためには、さまざまな視点からアプ
ローチできることの表れであろう。図表 1に
紹介したそれぞれの分類方法には、組織変化

図表 1　組織変化の分類方法

1. 列挙方式
①　Bullock & Batten（1985）による組織変化のフェーズ・モデルの分類
②　Burnes （1996）による変化マネジメントの種類
③　Weick & Quinn （1999）による変化のテンポに基づく分類
④　Huy & Mintzberg （2003）による変化の種類
⑤　By （2005）による組織変化の種類
⑥　Al-Haddad & Kontnour （2015）による組織変化研究の種類

2. 組合せ方式（e.g. 2 区分× 2区分 =4 分類）
①　Meyer et al. （1990）による組織変化理論の種類
②　Van de Ven & Poole （1995）による組織変化の種類
③　Burnes （2000）による変化のフレームワーク
④　Goes et al. （2000）による組織変化理論の種類（８分類）
⑤　Huy （2001）による組織変化への計画的介入方法の種類
⑥　Stace & Dunphy （2001）による組織変化の種類
⑦　Plowman et al. （2007）による組織変化の種類
⑧　Balogun et al. （2016）による組織変化の種類

出典：筆者作成
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のどこに注目すべきであるかという観察者
（研究者）の思考が反映されている。すなわち、
組織変化は複雑な現象であり、その複雑な現
象を観察し分析する際には、何を重視しどこ
を強調するかを決めなければならないのであ
る。ただし、そのように特定の側面への切り
込みが必要だとしても、あくまでもその考察
対象とした側面は組織変化という全体像の一
部に過ぎないことを意識しておかなければな
らないであろう 4）。

　1. 2　Huy （2001）の研究
上述のような多様な見解の中で、本稿では
特にHuy （2001）の研究を取り上げて、組織
変化とマネジメント・コントロールの関係性
について検討をしていく。その理由は以下
の 2つである。第 1に、Huy （2001）の見解
は、組織変化への計画的な介入に着目してい
て、伝統的なマネジメント・コントロール研
究における経営者主導の立場 5）と整合的で
あるためである。第 2に、Huy （2001）の見
解に依拠して、Chenhall & Euske （2007）が
ABCM（activity-based cost management）
に関して詳細なケース研究を行なっており、
その見解がマネジメント・コントロール研究
の領域でも取り入れられた実績があるためで
ある。

2　�Huy （2001）による組織変化への計画
的介入のフレームワーク

　2. 1　組織変化に対する 2 つの視点
Huy （2001）は、組織変化への計画的な

介入方法に関するフレームワークを提案し
ている。ここで介入（intervention）とは、
何らかの支援を目的にして個人間やグルー
プ間の今ある関係性の中に入っていくこと
（Argyris, 1970, p. 15）を意味しており、こ
こでは、組織変化を引き起こすために経営者
が行う意図的な介入が論点とされている。現
実の企業経営では、環境変化にともない組織
の状態を計画的に、しかも可能な限り合理的
に変更しなければならない。Huy （2001）は、
そのために経営者が組織に対して計画的に介
入する方法について考察しているのである。
Huy （2001）によると、組織変化への介入

方法は、①変化するコンテンツの種類（2分
類）、および②変化量（2 分類）という 2 つ
の視点を組み合わせて 4つに分類され、それ
に基づいて経営者が組織変化を引き起こすた
めの全体論的なフレームワークが提案されて
いる。そのフレームワークを図示したものが
図表 2である。
図表 2において、縦軸では変化するコンテ
ンツが区分されている。Huy （2001）は、組
織変化のコンテンツに関するMintzberg & 

図表 2   Huy （2001）による組織変化への介入のフレームワーク

出典：Huy （2001, p. 604）の Table 1（形式などを一部変更）
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Westley （1992）の見解に基づいて、変化す
るコンテンツを、①観察が容易で具体的な組
織要素（tangible）と②観察が難しく概念的
な組織要素（intangible）とに大別している。
このうち、前者はさらに（a）公式的な組織
構造と（b）作業プロセスに分けられ、後者
はさらに（c）伝統に根ざした信念・価値観
と（d）組織成員間の関係性に分けられる。
このうち、具体的なものと比べて概念的なも
ののほうが、変化させるのは難しい。
図表 2において、横軸には変化量が区分さ
れている。すなわち、①断続的に大幅な変化
が起きる（＝断続的変化、episodic）か、②
継続的に徐々に変化していく（＝継続的変化、
continuous）かの違いである 6）。

　2. 2　組織変化への計画的介入の方法
図表 2を見ると、上述した組織変化の 2つ
の視点、すなわち、変化するコンテンツと変
化量とが組み合わされた形でフレームワーク
が示されている。まず変化の対象については、
観察が容易で具体的な組織要素のうち、断続
的変化の対象は公式的な組織構造であり、継

続的変化の対象は作業プロセスである。他方、
観察が難しく概念的な組織要素のうち、断続
的変化の対象は信念・価値観であり、継続的
変化の対象は組織成員間の関係性である。
さらに、これら公式的な組織構造、作業プ
ロセス、信念・価値観、組織成員間の関係性
といったコンテンツを変化させるための具体
的な介入方法として、①命令（commanding）、
②技術的対応（engineering）、③教育訓練
（teaching）、③社会化（socializing）が提案
されている（図表 2 の網掛部分）。ここで、
命令とは、チェンジエージェント（組織変化
を引き起こす上で中心的な役割をもった者）
による強制的な行為である。技術的対応とは、
生産活動を改善するために、チェンジエー
ジェントが作業工程を分析し再設計すること
である。教育訓練とは、チェンジエージェン
トが積極的に関与して、方向性が限定された
形でなされる学習活動である。社会化とは、
組織成員間の社会的関係性の質を高めるた
め、新たな関係づくりにチェンジエージェン
トが取り組むことである 7）。このようにHuy 
（2001）の見解では、組織変化のための経営

図表 3　組織変化への介入方法の特徴

出典：Huy （2001, p. 610）の Table 2、同（p. 611）の Table 3 および Chenhall & Euske （2007, p. 610）の Table 1 より筆
者作成
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者による介入に焦点が当てられ、その介入方
法が変化させるコンテンツに応じて 4つ提案
されている。
これら 4 つの介入方法の特徴を、Huy 

（2001）自身の見解だけでなく Chenhall & 
Euske （2007）の解釈も加味して 7つの側面
からまとめると、図表 3のようになる 8）。
なお、変化対象のコンテンツと関係づけら
れた 4つの介入方法はいずれも、マネジメン
ト・コントロールを広義にとらえた場合には、
その重要な構成要素とされよう。マネジメン
ト・コントロールは当初は、Anthony （1965）
の見解に見られるように、会計数値を中心と
したものとして狭く解釈されてきたが、その
後、それ以外の多様なコントロール手段も含
めて、それらの集合体として広義で理解さ
れるようになってきた。たとえば、Malmi & 
Brown （2008）によるコントロール・パッケー
ジ論（コントロール手段はその組合せ全体で
総合体（パッケージ）として機能するという
見解）9）では、以下の内容をマネジメント・
コントロールに含めている。

1．伝統的な会計数値を中心としたコント
ロール手段
　①経営計画
　②サイバネティック・コントロール 10）

2．管理的コントロール
　①統制構造
　②組織構造
　③方針・手続き
3．組織文化によるコントロール
　①クラン・コントロール
　②価値観・経営理念によるコントロール
③象徴・儀礼によるコントロール

このMalmi & Brown （2008）による見解
と結びつけると、Huy （2001）のいう「公式
的な組織構造」を対象とした「命令」は 2. 管
理的コントロールの②組織構造に相当し、「作
業プロセス」を対象とした「技術的対応」は 
2. 管理的コントロールの③方針・手続きに相
当し、「信念・価値観」を対象とした「教育
訓練」は 3. 組織文化によるコントロールの
うちの②価値観・経営理念によるコントロー
ルに相当し、「組織成員間の関係性」を対象
とした「社会化」は 3. 組織文化によるコン
トロールのうちの①クラン・コントロールに

図表 4　大規模な変化に取り組む際の各方法の限界

出典：Huy （2001, p. 612）の Table 4（形式などを一部変更）
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相当する 11）と考えられる。

　2. 3　大規模変化のための組み合わせ
上記のような特徴のある介入方法である
が、特に大規模な組織変化を引き起こそうと
する際に着目すると、それぞれの介入方法に
は図表 4のような限界がある。
このように、介入方法にはそれぞれ限界が
あるため、特に大規模な組織変化を引き起こ
そうとする際に単独ではなく、各介入方法
を組み合わせて適用する必要があるとHuy 
（2001）は主張している。すなわち、これら
4つの介入方法は、相互排他的に用いられる
ものではなく、適切に組み合わせて互いに補
完的に用いることで、組織を抜本的に変化さ
せる効果が期待されている 12）。
この点について筆者なりに、前述の図表 3
で示した組織のメタファーに関連づけて別の
角度から説明すると次のようになろう。すな
わち、図表 3からは、組織そのものが多様な
側面を有していることが分かる。具体的には、
機械式時計（経営者は、密接に結合した部品
の集合体の操縦者）、機械的組織（分析する
人と作業する人が分かれている）、精神的拘
置所（学習を一定の方向に導く）、有機体と
いうそれぞれ異なるメタファーによって組織
の特定の側面をとらえている。そして、これ
ら組織の異なる側面に合わせて、命令、技術
的対応、教育訓練、社会化、といったように
対応策も異なっている。つまり、組織には多
様な側面があり、その多様な側面を持つ組織
を変化せるためには、それぞれの側面に合わ
せて複数の方法を組み合わせて適用すること
が必要とされるのである 13）。ここで注目す
べきは、組織変化という現象の対象である組
織自体に多様な側面があることである。
このように、Huy （2001）の見解では、そ
れぞれの介入方法単独ではなく、それら各方
法を組み合わせることで組織変化を引き起こ
すことになる。このことは、マネジメント・

コントロールとの関係で見た場合には、コン
トロール手段はその集合体として機能すると
いうコントロール・パッケージ論に通じるも
のがあると解釈されよう。
各介入方法を組合せて適用する場合には、
さらに検討しなければならない点がいくつか
あるとHuy （2001）は指摘している。それを
筆者なりに整理してみると、検討すべき課題
は以下の 3つである。

①どの方法とどの方法を組み合わせるかと
いう相性の問題
②その組合せだとしても、それらをどのよ
うな順番で適用するかという順序の問題
③その順番だとしても、それらを適用する
タイミングとそのペースはどうするかと
いう運用の問題

このように、大規模な組織変化を引き起こ
すためには、いくつかの介入方法を組合せて
適用する必要があるが、その際には単にどの
介入方法を組み合わせるかということだけで
なく、さらにそれらをどのような順番で、ど
のようなタイミングとペースで適用するか、
ということも問題となる。つまり、介入方法
の同じ組合せであっても、それを適用する順
番が異なれば、組織変化をうまく引き起こす
こともできれば、そうできないこともありえ
る。さらに、介入方法の同じ組合せで、同じ
順番で適用しても、そのタイミングとペース
が異なれば、組織変化をうまく引き起こすこ
ともできれば、そうできないこともありえる。
たとえば、Huy （2001）自身がその論文の
付録で、介入方法の同じ組み合わせの同じ順
序でもタイミングが異なったことによって、
組織変化の成否が分かれた事例を紹介してい
る。それによると、ブリティッシュ・エア
ウェイズ（British Airways）では、1990 年
代の後半に、将来の競争激化を見越したリス
トラ策（「命令」）を、最高益を記録した時と
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いう最悪のタイミングで発表したため、従業
員の強い反発を引き起こしてしまい、その後
実施された「教育訓練」および「社会化」も
うまく機能しなかった。他方、エア・フラン
ス（Air France）では、リストラ策（「命令」）
の公表に対して反発を受けながらも、「社会
化」と「教育訓練」によって従業員の理解に
努め、時間をかけて「命令」という介入方法
に取り組んだため、組織変化に成功した。
つまり、介入方法の組合せ、順序、タイミ
ングとペースが適切か否かは、Huy （2001）
の見解によると、その際のコンテクストに照
らして判断される。すなわち、同じ介入方法
であっても、それを受け入れるだけの土壌が
整っていれば機能するが、そうでなければ、
うまく機能せず失敗してしまう、ということ
である。このように、組織変化を引き起こす
プロセスは実に複雑で、単に特定の介入方法
を用いるか否かが組織変化に成否に結びつく
といった単純な関係性では、決してとらえら
れないのである。

3　�Huy （2001）の見解に依拠したマネジ
メント・コントロール研究の例

Chenhall & Euske （2007）は、Huy （2001）に
よる組織変化のフレームワークに依拠して、
ABCM の導入を通じて組織変化が生じたプ
ロセスを明らかにしている。
研究対象は２つの軍事組織（オーストラリ
アとアメリカ）で、組織変化については、伝
統的な戦闘教義に根ざした文化において、よ
り管理志向が高まっていったこととしてとら
えている。研究目的は、そのような組織変化
において、マネジメント・コントロール、具
体的にはABCMが果たした役割を解明する
ことであり、その説明理論としてHuy （2001）
のフレームワークが採用されている。組織文
化が変化していった過程は時系列的に３段階
に分けられ、各段階で、「命令」、「技術的対

応」、「教育訓練」、「社会化」という介入方法
がそれぞれの組織でどのようになされたかに
ついて、詳細な記述がなされている。
この Chenhall & Euske （2007）の研究で

は、組織文化を変化させるためのABCMの
導入の過程が、そのための仕組みづくりと
いう「命令」、作業プロセスの分析という
「技術的対応」、ABCMについての「教育訓
練」、予算圧力への直面という「社会化」と
いうHuy （2001）のフレームワークを用いて
詳細に記述されている。注目すべきは、Huy 
（2001）の主張と同様に、この Chenhall & 
Euske （2007）の研究でも、複数の介入方法
が特定の組合せで、特定の順序で、特定のタ
イミングとペースで適用され、それに応じて
組織変化がどのように生じてきたかというこ
とが、時系列的に明らかにされている点であ
る。それは決して単純なものではなく、一部
の部署では成功したり他の部署では失敗した
りして、多くの要因が複雑に重なり合ったプ
ロセスであった。その複雑なプロセスを見る
ならば、組織変化とマネジメント・コントロー
ル（この場合はABCM）との関係性は、「あ
る手段を適用してある結果が得られた」とい
うような単純な図式では、決してとしてとら
えることのできないものである。

4　Huy （2001）のフレームワークの特徴

　4. 1　�Pettigrew （1987）による「組織
変化の３要素」    

上記のようにマネジメント・コントロー
ル研究でも採用されているHuy （2001）のフ
レームワークには、どのような特徴があるの
か。それを、Pettigrew （1987）による「組織
変化の３要素」に照らして整理していきたい。
組織論の研究者である Pettigrew （1987）
によると、組織変化には、図表 5に示したよ
うに、3つの要素があるとされる。すなわち、
第 1に、どのような行動や相互作用から組織
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が変化していったのかという「変化のプロ
セス」、第 2に、組織の構成要素のうち、何
が変化したのかという「変化のコンテンツ」、
第 3に、その変化がどのような状況下で生じ
たのかという「変化のコンテクスト」である。
そのコンテクストはさらに、企業を取り巻く
社会的・経済的環境といった組織外部のもの
と、組織構造や組織文化といった組織内部の
ものとに分けられる。このPettigrew （1987）
の見解を見ても、組織変化というものが多
様な側面を持った現象であることが判明しよ
う。
以下では、この Pettigrew （1987）の見解
を基礎として、①組織変化のプロセス、②組
織変化のコンテンツ、③組織変化のコンテク
スト、という 3 つの観点から、Huy （2001）
による組織変化のフレームワークの特徴を明
らかにしていきたい。

　4. 2　組織変化のプロセスに関する特徴
組織変化のプロセスに関してHuy （2001）
のフレームワークには、先行研究のレビュー
結果などと照らし合わせみると、つぎのよう
な 2つの特徴 14）があると考えられる。

（1） Van de Ven & Poole （2005）による組
織変化研究の類型のうち、アプローチ 2
（組織実体の変化に関するプロセス研究）

に相当すると解釈できる。
（2）組織変化に対して、創発的アプローチ
ではなく、経営者の意図に基づいた計画
的アプローチを採用している。

　⑴　�組織実体の変化に関するプロセス研究
組織論の領域において、Van de Ven & 

Poole （2005）は組織変化研究の類型化を試
みている。具体的には、組織の存在論と組織
変化の認識論という 2つの次元 15）から、組
織変化研究は図表 6のように、4つに整理さ
れる。
　（a）アプローチ 1：組織実体の変化に関す

る分散研究
これは、存在論としては組織をモノ（名詞）
と見て、認識論としては組織変化を変数化し
て把握するもので、研究方法としては分散研
究 16）が採用される。このアプローチの典型
的な問は、組織変化の因果関係、相関関係が
どのようになっているか、というもので、組
織変化を従属変数とし、それを独立変数に
よって説明することが試みられる。
　（b）　アプローチ 2：組織実体の変化に関

するプロセス研究
これは、存在論としては組織をモノ（名詞）
と見て、認識論としては組織変化をそのプロ
セスの叙述によって把握するもので、研究方
法としてプロセス研究 17）が採用される。こ

図表 5　組織変化の 3 要素

　　　　　　　　出典：Pettigrew （1987, p. 657）の Figure 1
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のアプローチの典型的な問は、組織実体の変
化がいかに生じてきたか、というもので、そ
の場合、組織変化は、一連の事象や段階、サ
イクル、状態としてとらえられ、その叙述に
よって変化が把握される。
　（c）　アプローチ 3：組織化のプロセス研究
これは、存在論としては、組織は組織化（動
詞）という過程中にある 18）と見て、認識論
としては組織変化を叙述によって把握するも
ので、研究方法としてはプロセス研究が採用
される。この場合には、集団的行為を解き明
かすことになる偶発的な行動・活動を叙述す
ることが行われる。このアプローチの典型的
な問は、行為への意味の付与やコンフリクト
の解消、指示の拒絶などの過程はどのようで
あったか、というもので、全てが過程中にあ
る 19）ととらえられ、組織変化もその一つに
過ぎないとされる。
（d）　アプローチ 4：組織化の分散研究
これは、存在論としては、組織は組織化（動
詞）の過程中にあると見て、認識論としては
組織変化を変数化して把握するもので、研究
方法としては分散研究が採用される。このア
プローチの典型的な問は、組織の進展しつつ
ある過程の構造はどのようになっているか、

というもので、その際には、組織変化の過程
自体を数理モデルやシミュレーションによっ
て説明することが試みられる。
このVan de Ven & Poole （2005）による
組織変化研究アプローチにHuy （2001）の研
究を位置づけてみると、以下のようになるで
あろう。まず、Huy （2001）の見解では、組
織構造や信念・価値観といった特定のコンテ
ンツがあるものから別のものへ移行したこと
をもって組織変化がなされたと理解されてい
るので、存在論としては、組織をモノ（名詞）
としてとらえていることが判明する。次いで、
認識論ないし研究方法について見ると、組織
変化を引き起こすために、どの介入方法を組
み合わせて、どの順番でどのタイミングと
ペースで適用するか、ということを問題視し
ていることから、そのプロセスの叙述によっ
て変化を認識するプロセス研究が採用されて
いることが判明する。以上のことから、Huy 
（2001）の研究は、Van de Ven & Poole （2005）
のいうアプローチ 2の組織実体の変化に関す
るプロセス研究に該当するものと解釈できよ
う。
Van de Ven & Poole （2005）によると、
図表 6 に示されているように、Huy （2001）

図表 6　組織変化研究の類型

出典：Van de Ven & Poole （2005, p. 1387）の Table 2（形式などを一部変更）
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の研究が位置づけられるアプローチ 2 以外
に、3つものアプローチが存在している。つ
まり、組織変化研究自体が多様な形で行われ
ていて、Huy （2001）の研究は、いくつかの
アプローチの中の一つに過ぎないことに注意
しなければならない。Huy （2001）のフレー
ムワークをマネジメント・コントロール研究
に適用する際には、この点を明確に意識して
おくことが必要であろう。

　⑵　計画的アプローチ
組織変化をどのようなプロセスで実現する
かについては、①計画的アプローチ（planned 
approach）と②創発的アプローチ（emergent 
approach）という 2 つのアプローチが考え
られる（Burnes, 2017, p. 362）。
このうち Huy （2001）のフレームワーク
では、その論文のタイトル“Time, temporal 
capability, and planned change”からも判明
するように、組織変化に対する計画的アプ
ローチが採用されている。Huy （2001）に依
拠した Chenhall & Euske （2007）の研究も
必然的に計画的アプローチに考察対象が限定
されている。    
計画的アプローチの起源は、1940 年代後
半における組織変化に関するKurt Lewin の
主張にあり、 1980 年代初頭までは広く受け
入れられていた（Burnes, 2017, p. 361）。た
とえば、Lewin （1947）によると、組織変化は、
①現状の解凍（unfreezing）、②新型への移
行（moving）、③新型の再凍結（refreezing）
という３段階を経てなされるとされた 20）。
しかしながら、計画的アプローチに対して
は、目標、方法、タイムテーブルを事前に定
めることを重視し、経営者に過度に依存して
いるとの批判がある。すなわち、経営者は行
動の結果を完全に予測できると仮定してお
り、また、計画された内容は、組織成員に
よって正しく理解され、反対なく受け入れら
れ、定められた通りに実行されると仮定して

いる点に対して批判がある（Burnes, 2017, p. 
362）。
環境変化が激しくなり不確実性が高まるに
つれ、計画的アプローチにはこのような批判
がなされるようになり、代わりに、創発的ア
プローチが主張されるようになってきた。す
なわち、組織変化は、継続的でダイナミック
なプロセスであって、計画なしに予測不可能
な形で、組織成員による日々の行動（たと
えば環境適応の試みやグループ間の主導権争
い、古い社会的現実への反発や挑戦）から
創発してくるとの理解である（Burnes, 2017, 
pp. 362, 366）。その特徴は、第 1に、計画的
アプローチのように、直線状であらかじめ計
画された現象として変化を捉えるのではな
く、組織成員による日々の行動から創発して
きた継続的なプロセスとして変化を理解する
こと、第 2に、計画的アプローチとは異なり、
組織変化のプロセスでは、権力や駆け引きが
重要な役割を果たすと理解すること、にある。
このように組織変化が生じるプロセスは多
様で、計画的なものと創発的なものがある。
そのうち、Huy （2001）のフレームワークは、
創発的アプローチではなく、あくまでも計画
的アプローチを採用している。したがって、
Huy （2001）のフレームワークをマネジメン
ト・コントロール研究に適用する際には、こ
の点にも注意しなければならない。

　4. 3　組織変化のコンテンツに関する特徴
組織変化のコンテンツに関して Huy 

（2001）のフレームワークには、筆者なりに
分析してみると、つぎのような 2つの特徴が
あると考えられる。

（1）変化するコンテンツに関しては、その
種類に着目している。

（2）変化した結果としての新たなコンテン
ツは妥当なものであると仮定していると
解釈できる。



― 12 ―

組織変化とマネジメント・コントロール

『商学集志』第 88 巻第 4号（’19.3）

　⑴　変化するコンテンツの種類への着目    
前述したように、Huy （2001）の見解では、

①公式的な組織構造、②作業プロセス、③信
念・価値観、④組織成員間の関係性、という
コンテンツの種類に着目し、それが具体的な
ものであるほど変更が容易であると理解して
いる。

　⑵　新たなコンテンツの妥当性の仮定
他方で、それらのコンテンツが変化する方
向性、すなわち、結果として生じた新たなコ
ンテンツについては、一部の例外を除いて 21）、
議論の俎上にのせられていない。あくまでも
検討対象は、各介入方法の組合せ、順序、タ
イミング、ペースという変化のプロセスで
あって、経営者が選択したその方向性自体は
妥当であると仮定されている、と解釈でき
る。すなわち、コンテンツの種類に着目しつ
つもその妥当性が仮定されているので、Huy 
（2001）の最大の関心事は変化のプロセスで
あって、経営者の視点から組織変化をいかに
計画するかに焦点が当てられていると理解で
きよう。
新たなコンテンツの妥当性を仮定している
点は、そもそもHuy （2001）のフレームワー
クでは経営者による組織変化への計画的介入
に焦点があるので、当然であると言えるかも
しれない。しかしながら、そのような仮定が
あることを、そのフレームワークをマネジメ
ント・コントロール研究に適用する際には意
識しておく必要があると考える。そうしない
と、あたかもHuy （2001）の提案が万能薬で
あるかのごとき誤解を生じさせかねないから
である。

　4. 4　�組織変化のコンテクストに関する特
徴

組織変化のコンテクストに関して Huy 
（2001）のフレームワークには、筆者なりに
分析してみると、つぎのような特徴があると

考えられる。

⑴　組織変化を計画する際において、コン
テクスト（特に組織内部）が重要な役割
を果たす。
⑵　そのフレームワーク（図表 2を参照）
自体には、コンテクストは含まれていな
い。

　⑴　コンテクストの重要性
Huy （2001）の見解では、 介入方法の組合

せや順序、タイミングとペースといった介入
プロセスが妥当かどうかの判断は、先に 2つ
の航空会社のケースで示したように、その際
のコンテクストに照らしてなされることにな
る。このようにコンテクストが重要であるの
は、Pettigrew （1987）が「組織変化の３要素」
の一つとしてコンテクストを位置づけている
ことからも判明しよう。

　⑵　�フレームワークにおけるコンテクスト
の非掲載

ただし、Huy （2001）は、コンテクストの
重要性を指摘するのみで、それがフレーム
ワークの中に明示的に取り入れられているわ
けではない。すなわち、4つの介入方法との
関連で組織内部のコンテクストについて検討
するということはなされていない。
そこでその点を補うため、以下では、de 

Wit & Meyer （2014） による組織内部のコン
テクストのアイデア 22）に依拠して、その具
体的な関連についての一つの見解を示してい
きたい。
de Wit & Meyer （2014）によると、組織
内部のコンテクストは、①リーダーシップ主
導のコンテクストと②組織ダイナミックス主
導のコンテクストに大別される。ただし、こ
の２つは両極端な理念型であって、現実の姿
はその間のどこかに位置する中間形態である
（図表 7を参照）。
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一方の極であるリーダーシップ主導のコン
テクストでは、その組織は経営者のコント
ロール下にあり、経営者の意図に基づいて組
織変化がなされる状況にある。他方の極であ
る組織ダイナミクス主導のコンテクストで
は、事前のシナリオが存在せず、混沌とした
中で組織成員の活力に任せて合意形成が行わ
れており、現場からのボトムアップで組織変
化が推進されている状況にある。
de Wit & Meyer （2014）のこのような見
解に依拠するならば、組織内部のコンテク
ストとの関連で、前述の介入方法は以下の
ように整理できるであろう。すなわち、「命
令」や「技術的対応」については、リーダー
シップ主導のコンテクストでもうまく機能す
るが、 他方、「社会化」や「教育訓練」につ
いては、そのコンテクストがある程度組織ダ
イナミクス主導寄りでなければ、必ずしもう
まく機能するわけではない。なぜならば、公
式的な組織構造や作業プロセスといった明確
な組織コンテンツは、Huy （2001）の見解で
は、比較的短いタイムスパンで変更がなされ
るとされ、そのためリーダーシップ主導によ
り短期間で変更できる可能性が高いと考えら
れる。これに対して、信念・価値観や組織成
員間の関係性といった漠然とした組織コンテ
ンツについては短期間では変更させることが
難しいとされるため、リーダーシップ主導で
変化させることは必ずしも容易ではなく、組

織成員自らによる時間をかけた関与がその成
否に大きな影響を及ぼすと考えられるためで
ある。
以上、重要性が指摘されつつも、Huy 

（2001）にフレームワークに明示的に取り入
れられていなかった組織内部のコンテクス
トを、筆者なりに、de Wit & Meyer （2014）
の見解に依拠して検討してみた。組織内部
のコンテクストは、マネジメント・コント
ロールの中核を組織成員への影響活動（伊丹 , 
1986, p. 35）としてとらえた場合には、マネ
ジメント・コントロール研究でも重要な意味
を持っている。したがって、Huy （2001）の
フレームワークをマネジメント・コントロー
ル研究に適用する際には、明示的に扱われて
いないコンテクストをどのように処理するの
かについて検討しなければならない。本稿で
筆者が行った試みはその一つに過ぎず、当然、
その他の異なる形で検討することも可能であ
ろう。

結びにかえて

環境は急激に変化している。したがって、
マネジメント・コントロールには、所与の目
標の効率的な実行だけではなく、組織を望ま
しい方向にいかに変えるかということがその
重要な役割として期待されているであろう。
本稿では、マネジメント・コントロール研究

図表 7　組織内部のコンテクスト

　　　　　　　　　　　　　　　出典：de Wit & Meyer （2014）の第 11 章より筆者作成
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への適用を念頭に置いて、計画的に組織変化
に引き起こすためのHuy （2001）のフレーム
ワークの特徴を明らかにしてきた。
Pettigrew （1987）の見解に基づいたその
特徴の最終的なまとめは、図表 8のように示
すことができよう。
ここで、Huy （2001）のフレームワークに
おいて注目すべき点を挙げると、以下の 2つ
がある。
第 1に、前述したように、Huy （2001）の
フレームワークはマネジメント・コントロー
ル研究における経営者主導の立場と整合的で
ある点である。このことは、変化のプロセス
に対するアプローチとして、計画的アプロー
チを採用していることから判明する。した
がって、Huy （2001）のフレームワークは、
たとえば 2010 年台初頭における JAL再生に
ついて、マネジメント・コントロールとの関
連で検討する際に、有用な基礎を提供すると
考えられよう 23）。
第 2に、Huy （2001）のフレームワークは、
ある一つの介入方法の妥当性ではなく、多様
な介入方法をいかに組み合わせるのかを問題
視している点である。これは、コントロール・
パッケージ論に通じるものがある。しかも、
各方法を組み合わせる際には、順序、タイミ
ングとペースも検討しなければならず、これ
はVan de Ven & Poole （2005）のいうプロ
セス研究（厳密には、組織実体の変化に関す
るプロセス研究）に位置づけられる。

他方、Huy （2001）のフレームワークの限
界について見ると、結果として創発してきた
組織変化を説明できない、という点がある。
たとえば、Plowman et al. （2007）は、1990
年代末から 2000 年代中頃にかけてアメリカ
のある教会で組織変化が意図せざる形で創発
してきたケースを詳細に紹介しているが、そ
の状況をこのHuy （2001）のフレームワーク
ではうまく説明することができない。このた
め、マネジメント・コントロール研究におい
てHuy （2001）のフレームワークを適用する
際にも、この点が限界になろう。たとえば、
Burgelman （2002）は、1980 年代のインテル
における意図せざる事業ポートフォリオの変
化が生じた状況を内部生態系モデルによって
説明している。その際におけるマネジメント・
コントロールの役割については、Huy （2001）
のフレームワークを適用して明らかにするこ
とはできないのである 24）。
本稿では、Pettigrew （1987）の研究を基
礎として、Huy （2001）のフレームワークの
特徴を整理してみたが、最終的にそれは図
表 8のようにまとめることができる。組織変
化に関するHuy （2001）の見解はその全体像
の一部（図表 8の網掛部分）に過ぎず、その
他にも異なる立場や視点があることが判明す
る。マネジメント・コントロール研究では、
このように組織変化が実に複雑な現象である
ということを念頭に置いておく必要があろ
う。そして、そのような複雑な現象のどの部

図表 8　Huy （2001）の見解の特徴（まとめ）

出典：筆者作成
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分を抜き出した上で具体的な検討をしている
かを明確に意識しておく必要があろう。本稿
で取り上げたHuy （2001）のフレームワーク
も、特定の側面に限定したものであった。そ
のような限定性を意識しておかないと、ある
特定のアプローチによって描き出され目の前
に現れた姿が、組織変化のすべてだと誤解し

かねないからである。マネジメント・コント
ロール研究では、組織変化が複雑な現象であ
ることを認識しなければならず、あまりに
も単純化してとらえてしまって本末転倒にな
らないように注意しなければならないと考え
る。

（注）
1 ）本稿は、日本原価計算研究学会第 44 回全
国大会・自由論題報告（2018 年 8 月 31 日）
における報告内容を基礎にして、その際の
質疑応答結果を踏まえそれに修正を加えて
執筆したものである。

2）organizational change は経営学の領域では
「組織変革」と訳されることが多いが、そこ
には漸進的な変化も含まれるため、本稿で
はそれを「組織変化」とあえて表記した。

3）組織変化は、日本企業にとっても現実的な
対応を迫られる深刻な課題となっている。
技術革新やグローバル展開のために構造改
革に着手している企業の事例は多い。たと
えば、2018 年上半期（1～ 6 月）の日本企
業による海外企業のM&A（合併・買収）の
総額は、前年同期の約 3.2 倍に当たる 11 兆
7361 億円に達し、過去最高を更新した（調
査会社レコフ集計）。京セラ、日本電産は再
生救済型のM&Aで企業規模を拡大したこと
で知られている。企業のM&Aも組織変化
の重要な手段であり、後述するように、Huy 
（2001）のフレームワークでも、公式的な組
織構造は考察対象となっている。

4）Al-Haddad & Kotnour （2015）は、組織変
化研究を、①変化のタイプ、②変化の促進
要因、③変化の方法、④変化の成果という
4 つの視点から整理して、個々の論点をそ
の全体像の中に位置づけようとしている。

5）ここで経営者主導の立場とは、Anthony 
（1965）が戦略計画を所与としてオペレー

ショナル・コントロールとの間にマネジメ
ント・コントロールを位置づけたように、
経営者を出発点としてトップダウンで計画
とコントロールがなされる状態を前提とし
た立場を意味している。逆に言えば、現場
からのボトムアップで、マネジメント・コ
ントロールを通じて戦略が創発してくるよ
うな状況は対象外とされている。

6）なお、Meyer et al. （1990）、Weick & Quinn 
（1999）、By （2005）の見解に基づいて、変
化量のとらえ方を組織変化に関する先行
研究から抽出してみると、① episodic、
② discontinuous、 ③ intermittent、 ④ 
continuous、 ⑤ evolving、 ⑥ incremental
という概念があることが分かる。これを、
Huy （2001）は、①断続的変化と②継続的
変化という 2つに大別して把握していると
解釈できる。

7）教育訓練と社会化とは、次のように相違し
ている（Chenhall & Euske, 2007）。教育訓
練は、組織成員の認知枠組みを変えること
によって行動に影響を及ぼそうとするプロ
セスである。この関係は、「信念・価値観
の変化⇒行動の変化」と示すことができる。
他方、社会化は、組織成員間の相互作用の
あり方を変えることで、個々の組織成員の
認識に影響を及ぼすことが想定されている。
この関係は、「行動（組織成員間の相互作用）
の変化⇒信念・価値観の変化」と示すこと
ができる 。

8 ）「時間的展望」を見ると、命令、技術的対応、
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教育訓練、社会化について、それぞれ「当面」、
「中期的」、「やや長期的」、「長期的」と示さ
れている。そして変化の「ペース」を見ると、
それぞれ「突然で急激」、「やや早い」、「漸
進的」、「漸進的」と示されている。つまり
この図表 3からは、命令や技術的対応によっ
て公式的な組織構造や作業プロセスを変化
させるほうが、教育訓練や社会化によって
信念・価値観や組織成員間の関係性を変更
するよりも、短いタイムスパンで実行でき
る、ということを読み取ることができる。

9）Malmi & Brown （2008）自身はそれを「パッ
ケージとしてのマネジメント・コントロー
ルの概念フレームワーク（MCS package 
conceptual framework）」という言葉で具体
的に説明している。新江・伊藤（2010）は、
マネジメント・コントロール概念の拡張と
の関連で、Malmi & Brown （2008）やその
他のコントロール・パッケージ論について
検討している。

10）サイバネティック・コントロールは、①目
標の設定、②アウトプットの測定、③アウ
トプットと目標との比較、④（必要であれ
ば）是正措置の実施という手順で行われる
（Kloot, 1997）。

11）クラン・コントロールとは、Ouchi （1979）
が提唱した概念で、ここでクラン（clan）
とは、氏族や仲間を意味する。すなわち、
クラン・コントロールとは、氏族に相当す
るような小集団の仲間内での社会的規範を
基礎としたコントロールである。その際、
仲間内での相互作用から社会的規範が生ま
れたり変化していったりするので、そのク
ラン・コントロールを、組織成員間の関係
性を対象とした「社会化」に相当すると本
稿では解釈した。

12）なお、図表 3に示されているように、それ
ぞれの介入方法の時間的展望とペースが異
なっていることから、それらを組合せて用
いることは、実際には必ずしも容易ではな

い （Chenhall & Euske, 2007）。
13）なお、多様な側面からなる複雑な事象を理
解するには、作用している要素を仕分けし
て異なる要因の組合せとしてとらえなおす
ことが有用であることが多い。たとえば、
その具体例としては、複雑な戦略形成プロ
セスを熟考戦略と創発戦略の組合せで解明
した研究（Mintzberg, 1978; Mintzberg & 
Westly, 1992）や、マネジメント・コントロー
ルにおける効率性と革新性の同時追求を 4
つのコントロール・レバーによって達成し
ようとした見解（Simons, 1995）などがある。

14）その他、組織変化のプロセスとの関連で、
Huy （2001）のフレームワークは、Van de 
Ven & Poole （1995）による 4つの組織変化
モデル（①目的論的、②ライフサイクル、③
進化論的、④弁証法的）に位置づけるなら
ば、目的論的モデルに相当すると特徴づける
こともできよう。というのも、Huy （2001）
の研究は、経営者による組織変化への計画的
な介入を考察対象としているからである。

15）なお、このうち組織変化の認識論から導き
出されるものとして、さらに研究方法があ
り、そのため図表 6では両者が併記されて
いる。

16）分散研究（variance study）とは、一般線
形モデルに基づいて、独立変数と従属変数
の関係から事象を説明するものである（e.g. 

Xと Yが多いほど、Zが生じやすい）（Van 
de Ven & Poole, 2005）。

17）プロセス研究とは、一連の事象がある結果
を生み出したことを叙述によって説明する
ものである（e.g. A がなされ、次に Bがな
され、結果的にCが生じた）。

18）この考えは、古代ギリシャのヘラクレイト
スが言う「万物は流転する」という見方に
通じるものがある（Van de Ven & Poole, 
2005）。

19）たとえば、組織が不変であっても、それは
組織が特定の状態を維持し続けている過程
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（Abstract）
Various factors such as customer’s taste, technological development, competitor’s strategy, 

and market trends change business environment substantially. It’s very difficult to predict a change 
of business environment correctly beforehand. A company has to adapt itself to environmental 
change appropriately. Temporary optimization and short-term high achievement are insignificant. 
A company must adapt itself to the environment for long-term continuation and development. An 
enterprise has to change intentionally to fit the environment.

The environmental adaptation an enterprise does is conceptualized as “organizational change”. 
Without intention, an organization change can be achieved. Organizational change executed 
intentionally is more important as a management issue. Adaptation to environmental change is 
needed by present-day business management. An organizational change is an important problem 
which can’t be avoided and passed by.

The concept of management control was established by Anthony （1965）. After that, various 
studies about management control have been accumulated. However, management control theory 
traditionally didn’t consider a problem of organizational change sufficiently. Static optimization was 
prioritized for academic investigation. Researchers deferred dynamic optimum solution and didn’t 
pay much attention to the process of organizational change. A problem of organizational change 
didn’t come into the academic view. It’s the indispensable role expected for management control to 
promote organizational change and control change process.

The authors consider a relationship between management control and organizational change 
in this paper. The framework of planned managerial intervention by Huy （2001） is useful for an 
analysis and is adopted in our investigation. There exist various means of management control in 
the expanded control package concept of management control. Therefore, the relationship between 
organizational change and management control can be complicated. 




